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１ 離島振興計画・実施計画の位置付け

次代を拓く持続可能な島づくり計画
-新・沖縄２１世紀ビジョン離島振興計画-

【島づくり計画】

（計画期間：10年）

離島振興計画 【2022年（令和４年）８月策定】

次代を拓く持続可能な島づくり計画
-新・沖縄２１世紀ビジョン離島振興計画-

【実施計画】

（計画期間：前期３年・中期３年・後期４年）

離島振興実施計画 【2023年（令和５年）３月策定】

• 「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」を踏まえた、
離島振興を図るための総合的計画

• 離島振興の目標、基本的課題、基本方向と今後
の振興方策等を明らかにする

沖縄振興計画 【2022年（令和４年）５月策定】

新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画

（計画期間：10年）

１

沖縄振興実施計画 【2022年（令和４年）９月策定】

新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画

（計画期間：前期３年・中期３年・後期４年）

具
体
化

具
体
化

• 島づくり計画で示された基本施策や施策の方向
性に沿って、具体的な取組や成果指標等を設定

• 「新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画」から離島に
関する取組や成果指標等を抽出

離島振興に関する
取組を抽出

離島振興に関する
個別計画

離島振興に関する
個別計画



２ 島づくり計画（離島振興計画）の概要①

２

○島づくり計画では、「持続可能な離島コミュニティの形成」、「次代を拓くフロンティア施策の展開」を
離島振興の基本方向とし、「人材の育成・確保」、「人・モノ・情報・平和・文化等の交流」、
「生活・産業基盤の高度化」を土台として、各種の取組を進めていくこととしている。



２ 島づくり計画（離島振興計画）の概要②

３

○島づくり計画 第３章では、２つの基本方向に沿って、14の「基本施策」、44の「施策項目」、
95の「施策」を提示するとともに、第４章では離島グループ別の「施策の方向性」、第５章では、圏域
別の「振興の基本方針」等を整理している。

【基本施策(７)】 【施策項目(22)】 【基本施策(７)】 【施策項目(22)】



３ 実施計画の構成①

４

第１章 総説
計画策定の意義、性格、期間、計画の目標等

第３章 基本施策
基本施策の方向性、基本施策とその体系

第４章 離島グループ別振興方策
離島グループの考え方、グループ別の施策の方向性

第５章 圏域別振興方策
圏域別の特徴、振興の基本方針、市町村別ごとの概況

第６章 計画の効果的な推進
計画の要件、実施計画の策定、計画の進捗管理と見直し

実施計画

第１章 はじめに
実施計画策定の趣旨、性格と役割など基本的な考え方

第２章 基本施策に係る取組
基本施策に関する主要指標、成果指標、具体的な取組及び
活動指標

第３章 離島グループ別振興方策に係る取組
離島グループ別振興方策で示した主な施策の方向性に関連する
主な取組

第４章 圏域別振興方策に係る取組
圏域別振興方策で示した振興の基本方針に係る主な取組

第５章 実施計画の推進
実施計画の進捗管理、施策効果の検証等の流れ

○島づくり計画の具体的な取組、成果指標等については、実施計画に記載している。
○実施計画では、第１章で、実施計画策定の趣旨、性格と役割等の基本的な考え方を整理し、第２
章では、島づくり計画の第３章で示した「基本施策」に沿って、「主要指標」、「成果指標」、「主な取
組」及び「活動指標」を整理している。

第２章 基本的課題
離島を取り巻く時代潮流、概況、特性等を踏まえた課題

島づくり計画



３ 実施計画の構成②

○実施計画 第２章では、島づくり計画で示した２つの基本方向に沿って、基本施策の方向性を表す
３つの「主要指標」を設定。

○また、「施策項目」ごとに128「成果指標」を設定するとともに、「施策」に関連する636の「主な取組」
を示し、年度ごとの活動量を表す「活動指標」を設定。

○ 主要指標 （３つ）
①小・中規模離島の人口及び生産年齢人口の割合
② 離島地域人口社会増数
③離島市町村内総生産額

○成果指標
離島振興施策の成果を表す128の成果指標を設定。
施策効果を検証する際の基準や物差しとなる指標として設定。

○活動指標
施策に関連する636の主な取組に対し、その活動指標を設定。
活動指標は、主な取組の活動量（事業量）を表し、進捗状況を
確認するための指標として設定。

【 実施計画 （第２章） 】

２つの
基本施策
の方向性

14の基本施策

44の施策項目

【 島づくり計画 】

636の主な取組

95の施策

５



：

：

成果指標名 超高速ブロードバンドサービス基盤整備率（離島）

99.6％
（R３年度）

97.2%
（R3年度）

100%
（離島）

14計画
（県全体）

R13年度の目標値

成果指標名 社会基盤等の個別施設計画更新数（累計）

３計画
（R３年度） -

11計画
（県全体）

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値

沖縄県の現状
（基準値）

離島の現状
（基準値）

R９年度の目標値 R13年度の目標値

100%
（離島）

４ 実施計画の記載内容

【主なポイント】
○島づくり計画の計画期間（10年間）を、前期（R４年度～R６年度） 、中期（R７年度～R９年度） 、
後期（R10年度～R13年度）に分けることで、事業の進捗や社会経済情勢の変化等に対応。

○ 「主要指標」、「成果指標」、「活動指標」は、できる限り定量的な目標値を設定するとともに、
可能な範囲で離島だけでの目標値とし、適切な施策の効果検証につなげていく。

６

目標値は、今後のPDCAを想定し、
離島だけの目標値か、県全体の目標値
か分かるように記載。

成果指標は、「離島の現状（基準値）」
を示すとともに、 「沖縄県の現状（基準
値）」を併記。



○ 実施計画（前期）の策定後に判明した新たな課題や対応すべき取り組みなどを追加する等、更新を行う。

⑷ 主な取組の更新

５ 離島振興実施計画（中期）策定の考え方

７

○ 「島づくり計画」 の中間見直し前であることから、施策等の変更は行わず、実施計画（前期）をベー
スに成果指標等の見直し及び主な取組の更新等を中心に行う。

○ 指標は施策効果等を検証する基準となっていることから、原則変更等は行わないが、以下に該当する場合は変更等を行う。
① 現行の指標と比較し、施策成果等がより明瞭になるもの
② 社会経済情勢の変化等に対応するもの
③ 統計調査の廃止等により、実績値が確認できないもの
④ 名称を修正するもの
⑤ １つの施策に複数の成果指標が設定されている場合で、指標を整理することにより、施策目的等がより明瞭になるもの

⑴ 指標の変更等

○ 島づくり計画の検証を行うため、基準値を計画開始前年度のR３年度に統一する。

⑶ 指標の基準値の変更

○ 実施計画（前期）で策定した目標値をすでに達成しているもの等については、目標値の上方修正を行う。
○ 社会情勢の変化等に対応する場合、統計データの算出方法変更等に伴う場合に限り、下方修正を行う。

⑵ 指標の目標値の変更



６ 離島振興実施計画（前期）との変更点

８

成果指標28指標を変更・整理

主要指標・成果指標

⑴ 指標の変更等

⑶ 指標の基準値の変更

30指標の基準値をR３年度に修正

⑵ 指標の目標値の変更

23指標の目標値を変更

主な取組

⑷ 主な取組

25の取組を追加

新たな課題に対応するため

94の内容を変更

さらなる課題解決に向けて

42の取組を削除

事業が完了したため

29の活動量を増加

取組強化のため



７ 指標の変更

９

＜成果指標を変更したもの＞

成果指標施策項目

監視海域における赤土等年間流出量
１－⑴－ウ 多様な主体による環境保全活動と環境教育

海域での赤土堆積ランク５以下の海域割合

産後ケア事業実施市町村数（離島）１－⑷－ウ 出産・子育て支援の充実及び支援を必要と
する家庭等に応じた支援 周産期死亡率（県全体）

離島の持続可能な観光を推進するための取組が行われていると感じた観光客の割合
２－⑴－ア 多彩かつ質の高い離島観光の推進

観光収入（県全体）

＜成果指標を整理したもの＞

ほか

成果指標
実施計画（中期）

成果指標
実施計画（前期）施策項目

都市公園の供用面積都市計画区域における一人当たりの都市公園
面積

１－⑵－ア 安全・安心・快適に暮らせる生
活基盤の充実・強化

進路決定率 全国平均との差（高校）家で自ら計画を立てて勉強している児童・生
徒の割合（小学校・中学校）

１－⑸－ア 公平な教育環境の確保とICT 教育
等の充実

離島地域におけるテレワーク・ワーケーショ
ン推進施設の利用者数及び登録されているテ
レワーカーの売上高

離島地域におけるテレワーク・ワーケーショ
ン推進施設の利用者数及びテレワーク人材等
の登録者数

１－⑺－イ 離島を核とする交流の活性化と
定住・関係人口の創出に向けた取組

離島地域におけるテレワーク・ワーケーショ
ン推進施設の利用者数及び登録されているテ
レワーカーの売上高【再掲】

離島地域におけるテレワーク・ワーケーショ
ン推進施設の利用者数及びテレワーク人材等
の登録者数【再掲】

２－⑹－イ 離島の特性を踏まえた多拠点・
多業種型の働き方に対する支援

新規就農者・新規漁業就業者数（離島）新規漁業就業者数（離島）
＊既存の成果指標へ統合

２－⑹－エ 離島の産業を牽引する人材の育
成・確保



８ 新たな課題に対応するため取組を追加①

10

＜追加する主な取組＞

主な取組上段：施策項目／下段：施策No.

土砂災害対策事業１－⑵－イ 島の実情と課題を踏まえた危機管理体制の構築及び強化
④ 緊急時における輸送機能及び避難地等の確保１

離島のガソリンスタンド等支援事業１－⑶－ア 交通・生活コストに係る負担軽減
② 離島地域の物価等の生活コストに係る負担軽減２

離島航路船員確保・育成支援事業１－⑶－イ 航路・航空路の維持及び港湾・空港の機能強化
① 安全で安定した海上交通の維持・充実と離島港湾の機能強化３

離島・過疎地域における電動車の導入１－⑶－ウ 離島住民の暮らしを支えるシームレスな交通体系の構築
② 超小型モビリティ等の導入推進４

看護師等誘致支援事業1－⑷－ア 医療提供体制の確保・充実
① 救急・災害時を含む離島医療提供体制の確保・充実５

感染症法に基づき指定する第一種協定指定医療機関における感染
症患者の病床の確保※流行初期（発生公表後３か月まで）

1－⑷－ア 医療提供体制の確保・充実
④ 新たな感染症等に備えた離島における保健衛生、医療提供体制の拡充・強化６

感染症法に基づき指定する第二種協定指定医療機関における発熱
外来の整備※流行初期（発生公表後３か月まで）〃7

感染症法に基づき指定する宿泊施設の確保居室数※流行初期（発
生公表後１か月目途）〃8

感染症法に基づき指定する検査機関における検査数の確保※流行
初期（発生公表後1か月以内）〃9

学校給食費無償化支援事業１－⑸ーア 公平な教育環境の確保とICT 教育等の充実
① 複式学級の教育環境の充実に向けた支援10

無形文化財工芸技術の保持団体・保存会等の伝承者養成事業の実施１－⑸－ウ 多様かつ個性豊かな島々の文化や生活様式の継承・発展・普及
① 島々で育まれた伝統芸能・文化及び生活様式の保存・継承・発展11

移住促進関連施策に取り組む離島町村等の行政体制整備１－⑺－ア UJI ターンによる移住促進
② 中間支援組織の育成などによる受入体制の強化12

離島町村等の連携体制の構築〃13



８ 新たな課題に対応するため取組を追加②

11

主な取組上段：施策項目／下段：施策No.

離島とのつながり促進事業１－⑺－イ 離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組
① オンライン交流を含む離島訪問及び交流拡大への取組14

離島テレワーク拠点整備支援事業１－⑺－イ 離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組
② 離島におけるテレワーク、ワーケーションの推進15

離島とのつながり促進事業【再掲】
１－⑺－イ 離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組
③ 離島地域の活性化や地域課題の解決等に意欲を持つ人材に対する地域との
マッチング支援

16

プロサッカーキャンプ等の誘致・定着及び訪問観光促進２－⑴－ア 多彩かつ質の高い離島観光の推進
② 島々の比較優位の資源・特性を生かした質の高い離島観光の推進17

離島とのつながり促進事業【再掲】２－⑴－ア 多彩かつ質の高い離島観光の推進
③ 関係人口創出を視野に入れたレスポンシブル・ツーリズム等の推進18

スマート農業技術の導入支援２－⑵－ウ イノベーションの創出及び販路の多角化による収益力の強化
① デジタル技術等を活用したスマート農林水産技術の実証と普及19

ＩＴ見本市の開催支援2－⑸－ア 離島における戦略的かつ先進的なビジネス展開の促進
① 各種先進技術の積極的導入及び実証事業等の推進20

離島テレワーク拠点整備支援事業【再掲】２－⑹－イ 離島の特性を踏まえた多拠点・多業種型の働き方に対する支援21

UJIターンの促進（マッチング）２－⑹－ウ UJI ターンによる人材の確保22

就職・転職活動に係る交通費支援〃23

移住促進関連施策に取り組む離島町村等の行政体制整備
【再掲】〃24

農業改良普及活動事業２－⑹－エ 離島の産業を牽引する人材の育成・確保
② 農林水産業の担い手の育成・確保25

＜追加する主な取組＞



９ 取組強化のため活動量を増加①

12

主な取組上段：施策項目／下段：施策No.

地域社会との協働による遺産の管理体制の構築及び運営の支援
（行動計画の検証等についての会議開催数 ３回→６回）

１－⑴－ア 生物多様性の保全・継承
① 世界自然遺産や自然公園の適正管理1

外来種対策に係る普及啓発活動の実施
（普及啓発活動 ３回→15回）

１－⑴－ア 生物多様性の保全・継承
② 希少野生動植物種や沖縄固有種の保護対策、外来生物対策の推進2

環境保全啓発事業（環境ボランティアマッチングの促進）
（マッチングの実施件数 30件→75件）

１－⑴－ウ 多様な主体による環境保全活動と環境教育
② 環境保全の意欲の醸成と環境教育の推進3

環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）
（活動回数 202回→222回）〃4

地下水等の有効利用の促進
（啓発リーフレット等配布 2,000部→56,700部）

１－⑵－ア 安全・安心・快適に暮らせる生活基盤の充実・強化
② 地下水の保全・利用推進5

観光客への海の安全な利用に係る周知・啓発等
（ポータルサイト閲覧件数 1,500件→3,000件）

１－⑵－イ 島の実情と課題を踏まえた危機管理体制の構築及び強化
① 危機事象に対応する危機管理体制の構築6

環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）
（活動回数 202回→222回）【再掲】

１－⑵－エ 社会生活における資源循環の推進と海洋ごみ問題への対応
② 脱プラスチック社会の推進7

ひとり親家庭や低所得世帯への放課後児童クラブ利用料の軽減
（支援人数 588人→660人）

１－⑷－ウ 出産・子育て支援の充実及び支援を必要とする家庭等に応じた支援
② 子どもの貧困問題への対策8

生活困窮者自立支援事業
（新規相談受付件数 1,950件→3,306件）

１－⑷－ウ 出産・子育て支援の充実及び支援を必要とする家庭等に応じた支援
③ひとり親家庭への支援
④生活困窮者への支援

9

おきなわ県民カレッジ奨励賞の授与
（奨励賞受賞者数 45人→60人）

１－⑸－イ 生涯学習機会の充実
①おきなわ県民カレッジ講座の実施
②学習成果の適正な評価
③遠隔講義配信システムの利用促進

10

＜活動量を増加する主な取組＞



９ 取組強化のため活動量を増加②

13

主な取組上段：施策項目／下段：施策No.

環境保全啓発事業（環境ボランティアマッチングの促進）
（マッチングの実施件数 30件→75件）【再掲】

１－⑸－エ 地域の安全・安心を支える人材の育成・確保
④ 環境人材の育成・確保11

環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）
（活動回数 202回→222回）【再掲】〃12

「おきなわSDGsプラットフォーム」の創設による多様な連携
と協働の促進
（会員数 300会員→600会員）

１－⑹－ア 地域づくり活動の推進
②地域課題の解決に取り組む住民主体の活動の促進
③地域づくりに係る取組の効果的発信及び情報の共有

13

離島地域における旅館業税制特例措置の利用促進
（周知実施等回数 ６回→30回）

１－⑺－イ 離島を核とする交流の活性化と定住・関係人口の創出に向けた取組
① オンライン交流を含む離島訪問及び交流拡大への取組14

離島留学についての情報発信
（情報発信件数 １件→４件）

１－⑺－ウ 離島留学の推進15

観光施設等のバリアフリー・ユニバーサルデザインの促進
（セミナー等の件数 18件→24件）

２－⑴－ア 多彩かつ質の高い離島観光の推進
① 持続可能な観光受入体制の構築16

県民のホスピタリティ向上
（セミナー参加者数 330人→420人）〃17

地域観光の支援
（関連団体との意見交換件数 67件→81件）〃18

離島地域における旅館業税制特例措置の利用促進
（周知実施等回数 ６回→30回）【再掲】

２－⑴－ア 多彩かつ質の高い離島観光の推進
② 島々の比較優位の資源・特性を生かした質の高い離島観光の推進19

サンゴ礁生態系保全・再生のための取組
（支援した組織 ４組織→６組織）

２－⑵－ウ イノベーションの創出及び販路の多角化による収益力の強化
⑤ 水産資源の持続的利用を目指した資源管理型漁業の推進20

＜活動量を増加する主な取組＞



９ 取組強化のため活動量を増加③

14

主な取組上段：施策項目／下段：施策No.

漁業秩序の維持
（取締巡回回数 36回→72回）

２－⑵－ウ イノベーションの創出及び販路の多角化による収益力の強化
⑤ 水産資源の持続的利用を目指した資源管理型漁業の推進21

畜産施設等の整備
（畜舎等の整備支援件数 ６件→21件）

２－⑵－ウ イノベーションの創出及び販路の多角化による収益力の強化
⑥ 生産性の向上と環境に配慮した畜産業の推進22

県外産地との流通コストに関する平準化
(県外出荷目標量における船舶輸送目標量100,600トン
→108,700トン)

２－⑶－ア 離島産品の売上げ拡大
①物流・流通コストの軽減
②国内外市場における販路及び需要開拓
③離島産品の消費促進

23

漁村の活性化に向けた支援
（支援する漁業集落数 10集落→23集落）

２－⑶－イ 地産地消等の取組促進による域内経済循環の促進24

スタートアップ関連イベントの開催
（イベント開催件数 ９件→36件）

２－⑷－ウ 島をフィールドとするベンチャー、スタートアップ等の起業支援25

創業者支援資金貸付
（貸付件数 750件→779件）〃26

ハンズオン支援等によるデジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）促進
（企業支援等の件数 100件→120件）

２－⑸－ア 離島における戦略的かつ先進的なビジネス展開の促進
① 各種先進技術の積極的導入及び実証事業等の推進27

UJIターンの促進（企業情報発信)
（WEBサイト掲載企業数 900社→1,425社）

２－⑹－ウ UJI ターンによる人材の確保28

島しょ国の水産業にかかる技術交流・技術協力
（研修員受入人数 21人→27人）

２－⑺－イ 国内外における観光・文化・経済等に係る多元的交流の促進29

＜活動量を増加する主な取組＞



10 基本施策に係る主要指標と主な成果指標・取組①

１ 持続可能な離島コミュニティの形成

〈基本施策の方向〉

R13年度
目標値

R９年度
目標値

基準値主要指標名

[人口]
2.3万人
（2.2万人）
※R12年推計

[生産年齢
人口割合]
52.4％
（52.1％）
※R12年推計

[人口]
2.4万人

[生産年齢
人口割合]
52.9％

[人口]
2.5万人

[生産年齢
人口割合]
55.6％

（Ｒ２年度）

小・中規模離島の人
口及び生産年齢人口
の割合

増加

(R３年10月～
R13年９月
の累計)

増加

(R３年10月～
R９年９月
の累計)

△70人

（R２年10月～
R３年９月)

離島地域人口社会増数

〈基本施策〉

15

＜施策展開の方向性＞
水道事業の広域化や廃棄物の処理体制の構築、既存インフラ
の耐震化等を図るととともに、離島の条件不利性を軽減する情報
通信基盤の整備を推進する。

その他、交通・生活コストに係る負担軽減、航路・航空路の維持・
確保、教育・医療・福祉に係るサービス提供体制等の充実、教育・文
化の振興、移住・定住・交流の促進など、安全・安心・快適に暮らせ
る生活基盤の整備と離島の条件不利性の克服、多様な関係人口の
創出等を推進する。

（７） 移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進

（３） 住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える

安全・安心でシームレスな交通体系の構築

R13年度
目標値

R９年度
目標値

離島の現状
(基準値)

成果指標名

110110110
（R３年度）

沖縄本島・離島間のレギュラーガソリンの価
格差（本島を100とした場合の指数）

＜主な取組＞ 石油製品輸送等補助事業
離島のガソリンスタンド等支援事業（今回追加）

※目標値欄のカッコ書きは、
国立社会保障・人口問題
研究所「日本の地域別将
来推計人口（令和５年推
計）」による推計人口及び
生産年齢人口の割合。 R13年度

目標値
R９年度
目標値

離島の現状
(基準値)

成果指標名

利用者数 3,178人

登録者数 1,600人
（累計）

↓
利用者数 19,702人

売上高 54,000千円

利用者数 2,615人

登録者数 1,200人
（累計）

↓
利用者数 19,702人

売上高 48,000千円

利用者数 1,951人

登録者数 621人
（累計）（R３年度）

↓
利用者数 1,951人

売上高 27,668千円
（R３年度）

離島地域におけるテレワーク・ワーケー
ション推進施設の利用者数

及び
テレワーク人材等の登録者数

↓
離島地域におけるテレワーク・ワーケー
ション推進施設の利用者数

及び
登録されているテレワーカーの売上高

＜主な取組＞ コワーキングスペースの設置
離島テレワーク拠点整備支援事業（今回追加）
離島とのつながり促進事業（今回追加）



10 基本施策に係る主要指標と主な成果指標・取組②

２ 次代を拓くフロンティア施策の展開

〈基本施策の方向〉 〈基本施策〉

（１） 持続可能で質の高い観光の推進

R13年度
目標値

R９年度
目標値

離島の現状
(基準値)

成果指標名

448万人
（離島）

437万人
（離島）

166万人（R２年度）
↓

174万人（R３年度）
※429万人（R元年度）

離島地域への
入域観光客数

16

＜施策展開の方向性＞
豊かな自然環境や文化等島々の特徴を生かしながら、魅力ある観光
プログラムの創出や、良質な離島観光を支える持続可能な観光受入体
制の構築など、各地域社会が受忍できる一定の量を求めながら、収益
力の強化、質の向上にも取り組み、持続可能な離島観光を推進する。
農林水産業については、生産性の向上を支える基盤整備、生産物の
高付加価値化・ブランド化を図るとともに、スマート農林水産業、６次産
業化等に取り組み、島々の特色を生かした農林水産業の振興を推進
する。
その他、ＩＣＴを活用した産業の活性化を図るとともに、ＵＪＩターンも含め
た人材の育成・確保等に取り組み、島々の資源と魅力を生かした産業
振興と地域経済の活性化を推進する。

（２） 離島の特性と実状を踏まえた農林水産業の振興

R13年度
目標値

R９年度
目標値

基準値主要指標名

5,881億円

↓
5,809億円

5,385億円

↓
5,269億円

4,416億円
（H30年度）
↓

4,551億円
（R3年度）

離島市町村内総
生産額

R13年度
目標値

R９年度
目標値

離島の現状
(基準値)

成果指標名

536.2億円
（離島）

501.9億円
（離島）

416.3億円（R2年度）
↓

419.5億円（R３年度）

離島市町村の
農業産出額（推計）

離島観光活性化促進事業
多彩かつ質の高い観光コンテンツの開発
文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップ支援事業
クルーズ船の誘致

園芸作物ブランド産地の育成
沖縄型耐候性園芸施設の導入推進
６次産業化の支援
スマート農業技術の導入支援（今回追加）

＜主な取組＞

※「離島の現状（基準値）」は、新型コロナウイルス感染症による影響を
考慮し、同感染症流行前の値も記載。

＜主な取組＞

※目標値は、計画開始前年度であるR３
年度の総生産額を基準に、過去10年間
の増加率を用いて算出している。



11 実施計画の推進

17

【実施計画の推進の流れ】

取組の推進

施策評価・検証（毎年度）

中間評価・最終評価

離島振興実施計画
（前期３年・中期３年・後期４年）

新
・
沖
縄
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画

次
代
を
拓
く
持
続
可
能
な
島
づ
く
り
計
画

【

離
島
振
興
計
画

】

沖
縄
振
興

離
島
振
興

社会経済情勢、
県民ニーズの変化等

実績の公表
（県民）

個
別
計
画


